
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不登校児童生徒への対応

～学びの保障や生きる力の醸成が最重要！！～ 
 

Ｑ．本市の小中学校の不登校児童生徒数の推移は？ 

A.２０２２年度までの５年間、３６０人、３８３人、５１３人、   

７７８人、８９９人で推移し、約２．５倍増となっている。 
 

Ｑ．不登校児童生徒一人ひとりのニーズや思いに沿った

場所や機会を状況に応じて、確保、提供し続けることが 

必要かつ重要だと考えるが、市の見解は？ 

A.文科省通知では、【「学校に登校する」という結果   

のみを目標にするのではなく、児童生徒が自らの進路を

主体的に捉え、社会的自立を目指す必要がある】      

としている。本市でも、学びの保障や生きる力の醸成、  

社会順応性が育める環境や機会を確立するため、     

学校内だけでなく、学校外でも不登校児童生徒が社会的

自立できるための支援策の充実をすすめている。 
 

☆意見・要望☆ 

不登校児童生徒の個々のニーズや思いに沿った     

多種多様な支援策、機会を可能な限り学校内外で   

提供するよう尽力して欲しい。 

～タブレット端末に対する認識の共有を！！～ 
 

Ｑ．各学校のタブレット導入前後の変化やタブレットの

活用による子どもたちの学びへの影響は？ 

A.一人一台タブレット端末では、各自の考えをリアル 

タイムで共有し、多様な意見に即時に触れたり、    

双方向で意見交換することが可能となった 。        

また、デジタル教科書や学習動画・ドリル教材等の  

活用、検索サイトでの調べ学習、プレゼンソフトでの  

発表など、個別学習と協働学習それぞれの充実が  

図られている。 
 

☆意見・要望☆ 

学年や成長度合いによって、タブレットの利活用の  

内容も量も変わってくるが、教育委員会が考える   

学年ごとの標準的なタブレットの活用内容を      

子どもたちや保護者に分かりやすく示して欲しい。       

また 、 タブレ ッ ト端末の活用や 、個別学習と       

協働学習の充実が各学校、各学年で、どれくらい   

図れているのか、調査し、分析して欲しい。 

～生きづらさの連鎖の解消を！！～ 
 

Ｑ．昨年度の相談者や相談内容の特徴や傾向は？ 

A.ひとり親家庭がやや多く、母が精神疾患や発達障害 

など生きづらさを抱え、子どもが家事や母のメンタル    

サポートを担う事例、幼いまたは障害のあるきょうだいの

世話をしている事例などが多くみられた。保護者や    

子どもの思いやしんどさを受け止め、寄り添う中で家庭の

状況やニーズを把握し、関係機関と情報共有、役割分担

しながら連携して対応し、解決につなげている。 

～障がい児介助員の確保と適正配置を！！～ 
 

Ｑ．小中学校の支援学級在籍児童生徒数の推移は？ 

A.令和２年度から令和５年度まで、小学校は、      

１３４１名、１４１０名、１５５９名、１６１３名、中学校は、  

４０３名、４８１名、５０５名、５３６名で推移している。 
 

☆意見・要望☆ 

支援学級の在籍児童生徒数は今後も増加が     

見込 まれる が 、 き め細か く 個 々のニーズに        

対応できるように、障がい児介助員の確保に      

努めて欲しい。 
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～まずは、学習習慣の定着率向上から！！～ 
 

Ｑ．昨年度スタートした事業だが、事業の詳細は？ 

A.放課後や土日を活用し、生徒一人ひとりの理解状況に

応じた個別の学びの場を確保し、生徒が学習習慣を身に

着け、学力向上につなげること等を目的に、市内の５つの

中学校の全学年の希望者を対象に、民間教育事業者を

活用して実施した。中央、庄内、千里の各公民館で、   

数学と英語を１回４５分ずつ、計２０回行った。 
 

☆意見・要望☆ 

今年度から対象を全中学校に拡充し、実施場所や実施

回数も増やしたが、開催曜日や開催時間での参加が  

困難な生徒が一定数存在している。本事業の利用を  

望む生徒が一人でも多く参加できるよう努めて欲しい。 
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～早期発見、早期解決の仕組みづくりを！！～ 
 

Ｑ．ここ数年のいじめの認知件数の推移は？ 

A.豊中市立小中学校のいじめの認知件数は、     

令和２年度から令和４年度まで、４７６件、８４８件、   

１４２６件と増加傾向にある。 
 

Ｑ．いじめの相談や報告があった場合の対応方法は？  

A.教員は関係児童生徒から事実確認を行い、関係 

児童生徒の保護者に共有する。いじめを受けた児童 

生徒には、学校生活での安心、安全のために見守り 

体制を確保し、必要に応じてスクールカウンセラーなど

専門職とも連携する。いじめを行った児童生徒には、 

いじめは絶対に許されない行為であることを示し、  

再発の防止に取り組む。また、いじめを行った児童   

生徒が抱える問題などいじめの背景にも留意・理解を

得た上で、学校と保護者が連携して対応を進める。 
 

Ｑ．解決に至らないケースはどれくらいあるのか？  

A.令和４年度のいじめの未解消率は、小学校で

4.5％、中学校で 10.0％。 
 

☆意見・要望☆ 

被害児童生徒への総合的なケアが最優先だが、   

加害児童生徒がいじめをするに至った背景や事情を

きちんと把握し、その要因を解消し、再発させない  

取り組みにも尽力して欲しい。一方、解消のめどが  

立たない事案を長期間に渡り、教員が対応し続ける

のは、教員本人にとっても、関係児童生徒や保護者に

とっても良くないため、第三者の立場で対応にあたる

仕組みや体制づくりを構築して欲しい。 

～確実な養育費の確保を目指して！！～ 
 

Ｑ．昨年９月から養育費確保にかかる弁護士費用の   

補助が開始されたが、実績と効果は？ 

A.補助を活用された２件のうち、１件は相手方の支払い 

能力の問題で養育費の確保につながらず、もう１件は  

現在確保に向けて手続き中。 
 

Ｑ．養育費を取り決める公正証書等作成促進補助も  

開始されたが、実績と効果は？ 

A.補助を利用した３４件のうち、２１件は養育費を      

確保できていることを確認した。 
 

Ｑ．両事業の認知度向上、利用促進に努めるべきでは？ 

A.アンケート結果では、養育費を受け取っているのは   

約３割。また、養育費の取り決めをしている割合も低く、 

取り決めをしていても履行されていないケースがあること

から、事業の周知に努め、養育費の確保を支援していく。 
 

☆意見・要望☆ 

養育費を受け取るという意識のない方や諦めている方は

少なくない。養育費を確保することが一般化、常識化する

よう様々な機会、媒体、手法を通じて、周知や啓発に    

努めて欲しい。 

～くさい・汚い・暗いの早期改善を！！～ 
 

Ｑ．現時点で、小中学校のトイレ改修の完了目途は？ 

A.これまで計画的に①校舎棟縦１系列の改修、    

②体育館トイレの多機能トイレの整備、③校舎和式   

トイレの様式化の３つのパターンを組み合わせて     

行っている。校舎棟は１棟の縦１系列のトイレ       

改修のみだが、②、③含めて、令和７年度末までの   

完了を目指している。 
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